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中央防災会議における地震対策の検討体制

防災対策推進検討会議

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ
（主査：河田惠昭 関西大学社会安全学部長）

南海トラフの巨大地震の地震像について科学的・技術的検討。震度分布･津波高に引き続
き、時間差発生、長周地震動等について検討を行い、ワーキンググループに報告

南海トラフの巨大地震モデル検討会（座長：阿部勝征 東京大学名誉教授）

首都直下地震モデル検討会（座長：阿部勝征 東京大学名誉教授）

首都直下の地震像について、科学的・技術的検討を行い、ワーキンググループに報告

内閣府に設置の検討会

中央防災会議のワーキンググループ

首都直下地震対策検討ワーキンググループ
(主査：増田寛也 （株）野村総合研究所顧問)

津波避難対策検討ワーキンググループ
（主査：田中淳 東京大学情報学環総合防災情報研究センター長・教授）

平成24年3月7日第6回中央防災会議
「防災対策推進検討会議」WG設置決定

座長：内閣官房長官
東日本大震災の教訓の総括、防災対策の充実・
強化を図るための調査審議

会長：内閣総理大臣中央防災会議
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平成24年6月現在南海トラフ巨大地震に係る検討スケジュールについて

平成23年
12月27日

平成24年
3月31日

平成24年6月頃

平成24年秋頃

平成24年夏頃

－・－

－・－

震度分布・津波高の検討

地震モデル及び震度分布・津波高の
推計に係る科学的・技術的検討

人的・物的被害想定の検討

巨大地震の被害想定
（被害シナリオ）の検討

※10mメッシュ津波高、浸水域、液状化危険度
については、結果がまとまった段階で公表

※時間差発生や長周期地震動などについて
は、引き続き検討

被害想定（直接的被害）推計 公表

被害想定（経済被害等）推計 公表

具体的な対策の検討
東日本大震災の教訓や
被害想定を踏まえた
具体的な対策の検討

－・－ ・－ ・－ ・－ －・－ ・－ ・－ ・－ ・－

－・－ ・－ ・－ ・－ －・－ ・－ ・－ ・－ ・－

当面実施すべき南海トラフの
巨大地震対策のとりまとめ－・－ ・－ ・－ ・－ －・－ ・－ ・－ ・－ ・－ －・－ －・－ ・－ ・－ ・－ ・－

南海トラフの巨大地震対策の
全体像とりまとめ

対策の具体化

南海トラフの巨大地震モデル検討会設置
（平成23年8月28日）

南海トラフの巨大地震の
想定震源域・想定津波
波源域の設定の考え方 公表
検討会中間とりまとめ

南海トラフの巨大地震による最大クラスの
震度分布・津波高の推計結果 公表

文部科学省地震調
査研究推進本部
地震調査委員会

南海トラフの長期評
価のための想定震
源域に係る科学的

検討

• 被害想定項目の
整理

• 被害想定手法の
検討（東日本大震災
の被害様相の反映）

• 東日本大震災の
教訓の整理

• 防災対策の現況
把握

• 防災対策項目の
整理

• 予防～応急～復
旧・復興対策の方
向性の検討

「南海トラフ巨大地震対策検討ＷＧ」の設置を決定
3月7日防災対策推進検討会議

第1回（4月20日）、第2回（5月28日）開催

南海トラフ巨大地震対策協議会
第1回（6月4日）開催

大臣と全国知事会
・全国市長会・全国
町村会との合同
意見交換会
（5月16日）

ブロック協議会
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南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループについて 

 
 
１．ワーキンググループ設置の趣旨 

  「南海トラフの巨大地震モデル検討会」による震度分布・津波高の発表

を受けて、人的・物的被害や経済被害等の推計や被害シナリオの検討、東

日本大震災の教訓を踏まえた、南海トラフ巨大地震対策について検討する

ために、中央防災会議「防災対策推進検討会議」の下に設置することを３

月７日に決定。 
 
２，主な検討課題 

 ○南海トラフ巨大地震による定量的な被害想定、定性的な被害シナリオ 
 ○南海トラフ巨大地震に対する予防、応急、復旧･復興の各対策の方向性 
 ○対策の実効性をあげていくという観点で望ましい法制度等のあり方 等 
 
３．検討体制 

  ワーキンググループは、理学、工学、社会科学等の専門家の他、経済界、

地域防災の担い手、自治体の長など、幅広い有識者にて構成（主査：河田

惠昭 関西大学社会安全学部長）。 
検討に当たっては、地方公共団体等の意見が反映できる仕組みにも留意。 

  「南海トラフの巨大地震モデル検討会」（座長：阿部勝征東京大学名誉教

授）は、引き続き、津波による浸水域、時間差発生、長周期地震動等につ

いて検討を行い、その検討成果をワーキンググループに報告し、ワーキン

ググループの検討を支援。 
 
４．検討スケジュール 

 
3 月 31 日 

 
 
６月頃 
 
 夏頃 
 
 秋頃 
 
 冬頃 

人的・物的被害 

当面実施すべき対策のとりまとめ 

経済被害等 

対策の全体像とりまとめ 

震度分布・津波高 
（南海トラフの巨大地震モデル検討会）
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中央防災会議「防災対策推進検討会議」 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 
委員名簿 

 

 

主  査 河田
か わ た

 惠
よ し

昭
あき

 
関西大学社会安全研究科・社会安全学部理事・学部長・ 

研究科長・教授 

副主査 田中
た な か

 淳
あつし

 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長・教授 

 阿部
あ べ

 勝
かつ

征
ゆき

 東京大学名誉教授 

 石井
い し い

 俊
と し

昭
あき

 石油連盟環境安全委員会安全専門委員会消防・防災部会長 

 井出
い で

 多加子
た か こ

 成蹊大学経済学部教授 

 今村
いまむら

 文彦
ふみひこ

 東北大学災害科学国際研究所副所長・教授 

 尾﨑
お ざ き

 正直
まさなお

 高知県知事 

 亀井
か め い

 淳
あつし

 株式会社イトーヨーカ堂代表取締役社長 

 重川
しげかわ

 希志依
き し え

 富士常葉大学大学院環境防災研究科長・教授 

 清水
し み ず

 泰
ひろし

 静岡県焼津市長 

 菅原
すがわら

 章
あき

文
ふみ

 一般社団法人中部経済連合会常務理事 

 田中
た な か

 里沙
り さ

 株式会社宣伝会議取締役編集室長 

 田村
た む ら

 圭子
け い こ

 新潟大学危機管理室教授 

 福和
ふ く わ

 伸夫
の ぶ お

 名古屋大学減災連携研究センター長・教授 

 村野
む ら の

 淳子
じ ゅ ん こ

 大分県社会福祉協議会専門員 

計 １５名   

（敬称略）   
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「当面実施すべき対策」は、
枠囲みの対策

南海トラフ巨大地震対策の主な論点（案）

南海トラフ巨大地震の特徴と課題 南海トラフ巨大地震対策の主な論点

対策推進のための仕組みをどのようにつくっていくか
例）国、地方公共団体、民間から構成される「南海トラフ巨大地震対策協議会」及
びそのブロック協議会の活用

例）南海トラフ巨大地震対策大綱、応急対策活動要領の策定
例）目標を立てて予防（減災）対策を推進するための地震防災戦略の構築

対策を推進する地方公共団体等への支援措置をどのように
考えるか

東海地震、東南海･南海地震それぞれに存在する既存の法
制度のあり方をどのように考えるか

対策の基本的な考え方

対策の推進のための仕組みの整備

 頻度が高い津波に対しても備
えが十分ではない地域も存在

 最大クラスの場合、これまでの
想定を超える非常に巨大な津
波が襲来する地域が存在

 津波到達時間が数分と短い
地域が存在

 広域的に津波が襲来するた
め、被害様相についても、都
市形成や地形（大都市、中小
都市、平野部、リアス式海岸）
によっても大きく異なることが
想定

頻度が高い津波に対しての施
設整備を中心とした着実な備
えの必要性

さらに社会的･経済的にどのよ
うな被害が考えられるか

超広域にわたる巨大な津波

 強い揺れによる甚大な建物被
害、火災被害の懸念
 長周期地震動による被害

具体的対策の方向性

二つのレベルの津波（①発生頻度が高く、津波高は低いものの大きな
被害をもたらす津波、②発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚
大な被害をもたらす最大クラスの津波）を想定した対策

頻度の高い津波に対して海岸保全施設等の整備をどのよう
に進めていくか
例）海岸保全施設等の整備計画の見直し

ソフト・ハードの組み合わせによる津波対策を南海トラフ巨大
地震が想定される地域にどのように適用すべきか
例）確実な情報伝達体制
→南海トラフ巨大地震の調査研究･観測態勢の強化
→防災行政無線、テレビ･ラジオ、携帯電話等情報伝達手段の多重化・多様化

例）ソフト対策
→ハザードマップの作成
→避難に関するルール・計画の見直し
→防災意識の向上に向けた防災教育、訓練のあり方

例）ハード対策
→避難場所、避難施設、避難路等の整備促進
→地震･津波に強いまちづくり

例）津波防災地域づくり法の活用促進
例）石油コンビナート等沿岸の危険物施設の津波対策の強化

津波が極めて短時間に到達する地域について、特にどのよう
な対策をとるべきか
例）病院、学校、社会福祉施設等の配置計画のあり方 例）高台移転の推進方策

揺れによる被害を軽減するためにどのような対策が必要か
例）地震に強いまちづくり（耐震化・不燃化、長周期地震動、液状化対策等）
例）インフラ･ライフラインの耐震化・老朽化対策
例）石油コンビナート等危険物施設の地震対策の強化

広域的な被害に対して生産活動・経済活動をどう維持するか
例）企業等の事業継続計画（BCP）の充実・強化のための支援措置
例）サプライチェーンの確保 例）経済を支えるインフラ・ライフラインの整備

災害応急体制をどのように確立していくか
例）災害情報の収集･提供体制の在り方
例）救助部隊、救援物資調達･輸送、医療体制、交通規制等の実効性の確保
例）国の応急対策活動要領の充実（地震・津波の発生パターンを想定した複数の応援計画

の検討）
例）広域的な防災拠点の整備のあり方 例）ボランティアの受入の在り方

迅速な復旧・復興に向けて事前に何を考えておくべきか
例）復興目標となる地域整備の基本方針の明確化
例）インフラ・ライフラインの早期復旧方策の検討

超広域にわたる強い揺れ

西日本を中心に超広域に甚大
な被害が想定

最大クラスの津波に対して住
民避難を軸とした総合的対策
の必要性

 極めて広域に地震･津波によ
る人的･物的被害が存在
 揺れと津波による複合災害
 東西交通の寸断による経済活
動への影響の懸念
 太平洋ベルト地帯の被災によ
る生産活動への影響の懸念
燃料、電力等のエネルギー不
足の懸念
域内交通の長期途絶等による
住民の生活物資が不足する懸
念
復旧･復興期間の長期化の懸
念

時間差発生の被害への影響

緑色の部分は、津波避難対策検討ワー
キンググループによる検討成果も活用

※発災後の各フェーズの状況に応じて
具体的な対策を検討

平成24年5月28日南海トラフ巨大地
震対策検討ワーキンググループ

第2回会合資料２
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震度分布・津波高の検討

地震モデル及び
震度分布・津波高の推計の検討

人的・物的被害想定の検討

被害想定（被害シナリオ）の検討

平成23年度

被害想定
（直接的被害、経済被害）

具体的な対策の検討

東日本大震災の教訓や
被害想定を踏まえた
具体的な対策の検討

社会的・
経済的シ
ナリオの
検討

首都直下地震対策のとりまとめ

平成24年度

東日本大震災の
被害様相を踏ま
えた被害想定手
法の検討
（南海トラフの巨
大地震の被害想
定手法と同時に
検討）

首都直下地震
帰宅困難者等
対策協議会
（9/20設置）

東日本大震災の教訓を
踏まえた官民連携による

帰宅困難者対策の
検討

首都直下地震
に係る

首都中枢機能
確保検討会
（10/20設置）

首都直下地震発生
時の首都中枢機能の
継続性確保について

検討

H24.3.9 中間報告H24.3.6 報告

H24夏～秋 最終報告

H24夏頃 防災対策推
進検討会議最終報告

H24.6及び秋頃
南海トラフの
巨大地震
被害想定公表

南海トラフの
巨大地震モデルの

検討の知見

首都直下地震に係る
先行的調査・検討

相模トラフ沿い
の巨大地震の新

たな想定

首都直下地震
（東京湾北部地
震等）の検証

相模トラフ沿
いの巨大地
震による震度
分布・津波高

検証後の首都
直下地震（東
京湾北部地震
等）による震度
分布・津波高

東京都防災会議地震部会
（H24.4.18公表）

関東地震、首都直下地震（東
京湾北部地震等）の被害想定
の見直し

文部科学省首都直下地震防
災・減災特別プロジェクト
（H19～H23）
首都直下の地震像等の研究

南海トラフの巨大地震対策の
とりまとめ

秋頃

相模トラフ沿いの地震に係る事項凡例
現行の首都直下地震に係る事項
相模トラフ・首都直下共通の事項

南海トラフの巨大地震に係る事項

現在検討中の事項

文部科学省
地震調査研
究推進本部

相模トラフ沿
いの地震の
想定に係る
科学的検討

平成24年5月現在首都直下地震に係る
検討スケジュールについて

冬頃

当面実施すべき首都直下
地震対策のとりまとめ夏頃

平成25年春頃

首都直下地震モデル検討会設置
（5月11日）

「首都直下地震対策検討ＷＧ」の設置を決定（3月7日防災対策推進検討会議）
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首都直下地震対策検討ワーキンググループについて 

 
 
１．ワーキンググループ設置の趣旨 

  首都直下地震について、最新の科学的知見に基づいて相模トラフで発生

する規模の大きな地震も対象地震として、東日本大震災の教訓を踏まえた、

首都直下地震対策について検討するため、中央防災会議「防災対策推進検

討会議」の下に設置することを３月７日に決定 
 
２，主な検討課題 

 ○科学的知見に基づく、首都直下地震の地震像（震度分布･津波高） 
   （→「首都直下地震モデル検討会」を設置し、技術的な検討を支援） 
 ○首都直下地震による定量的な被害想定、定性的な被害シナリオ 
 ○首都中枢機能のバックアップのあり方を含めた中枢機能継続性確保対策 
   （→「首都直下地震対策局長級会議」における検討も反映） 
 ○首都直下地震に対する予防、応急、復旧･復興の各対策の方向性  等 
 
３．検討体制 

  ワーキンググループは、理学、工学、社会科学等の専門家の他、経済界、

地域防災の担い手、自治体の長など、幅広い有識者にて構成（主査：増田

寛也（株）野村総合研究所顧問）。 
検討に当たっては、地方公共団体等の意見が反映できる仕組みにも留意。 

  地震像は、科学的･技術的検討が求められるため、内閣府に「首都直下地

震モデル検討会」を設置（地震学等の専門家から構成）し、その検討成果

をワーキンググループに報告し、ワーキンググループの検討を支援。 
 
４．検討スケジュール 

 
５月頃 
 
 夏頃 
 
 秋頃 
 
 冬頃 
 
来春頃 

モデル検討会設置 

当面実施すべき対策のとりまとめ 

震度分布・津波高 

被害想定 

対策の全体像とりまとめ 
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中央防災会議「防災対策推進検討会議」 
首都直下地震対策検討ワーキンググループ 

委員名簿 

 

主査 増田
ま す だ

 寛也
ひ ろ や

 野村総合研究所 顧問 

副主査 吉井
よ し い

 博
ひろ

明
あき

 東京経済大学コミュニケーション学部 教授 

 阿部
あ べ

 勝
かつ

征
ゆき

 東京大学名誉教授 

 大原
おおはら

 美保
み ほ

 東京大学大学院情報学環 准教授 

 翁
おきな

 百合
ゆ り

 日本総合研究所 理事 

 佐藤
さ と う

 広
ひろし

 東京都副知事 

 田和
た わ

 健次
け ん じ

 石油連盟技術環境安全部長 

 中 林
なかばやし

 一樹
い つ き

 明治大学大学院特任教授 

 新浪
にいなみ

 剛史
た け し

 株式会社ローソン代表取締役社長 

 橋本
はしもと

 孝之
たかゆき

 
一般社団法人日本経済団体連合会防災に関する委員会委員長 

（日本アイ・ビー・エム株式会社取締役会長） 

 林
はやし

 春男
は る お

 京都大学防災研究所巨大災害研究センター 教授 

 林
はやし

 文子
ふ み こ

 横浜市長 

 久田
ひ さ だ

 嘉
よし

章
あき

 工学院大学建築学部 教授 

 平野
ひ ら の

 啓子
け い こ

 語り部・キャスター 

 山崎
やまざき

 美
み

貴子
き こ

 東京ボランティア・市民活動センター 所長 

計１５名 
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首都直下地震対策の主な論点（案）

首都直下地震の特徴と課題
（首都直下地震対策の意義）

首都直下地震対策の主な論点

首都中枢機能を継続するためにどのような対策をとるべきか
 首都中枢機能として継続すべき機能は何か

例）国全体としての業務継続目標の明確化
例）国民の安全、国防・外交の維持、経済の安定、国内外への情報発
信（日本国としての信頼性の確保）

例）立法、司法を含めた業務継続体制の必要性

 首都中枢機関の業務継続体制の充実・強化にどのような
対策が必要か
例）職員の確保、非常用電源の確保など業務の実施体制の確保
例）業務継続計画のPDCAサイクルの確立

 首都中枢機関のバックアップ機能をどのように考えるか
例）東京圏内の代替拠点の整備＋東京圏外の代替拠点の確保

 防災関係機関の組織を超えた連携体制をどのように構築
していくか
例）国から事業者まで一貫した業務（事業）継続体制の構築
例）中枢機関を支えるインフラ・ライフラインの早期復旧方策

予防対策として重点的に取り組むべき対策は何か
例）地震に強いまちづくり（建築物の耐震化、木密地域の解消、長周期地震動対
策、液状化対策等）

例）インフラ･ライフラインの耐震化・老朽化対策
例）石油コンビナート等危険物施設の地震･津波対策の強化

甚大な火災被害に対してどのような対策をとるべきか
例）消防力の充実・強化、安全かつ迅速な避難誘導の実施体制
例）建物不燃化、木造住宅密集市街地の解消等の延焼防止対策

膨大な避難者に対してどのような対策をとるべきか
例）避難所の確保、広域避難を前提とした避難者対策の事前検討
例）応急住宅の確保方策（民間賃貸住宅活用、仮設住宅用地の確保等）の事前検討

膨大な帰宅困難者等に備えてどのように対策を進めていくか
例）「むやみに移動を開始しない」基本原則の徹底（事業所等における備蓄等）
例）官民連携による一時滞在施設の確保、帰宅困難者への支援体制の充実

経済機能を支える企業防災力をどのように向上させていくか
例）事業継続計画（BCP）の充実・強化のための支援措置
例）サプライチェーンの確保、災害時の規制緩和措置の事前検討

広域的な災害応急体制をどのように確立していくか
例）救助部隊、救援物資調達･輸送、医療体制、交通規制等の実効性の確保
例）治安の維持、物資の安定供給、物価の安定等の社会安定のための取組
例）国の応急対策活動要領の充実 例）ボランティアの受入の在り方

防災意識の向上に向けた防災教育、訓練のあり方は？
例）災害教訓の伝承、行政･住民･企業等が一体となった防災訓練、エリア防災

迅速な復旧・復興に向けて事前に何を考えておくべきか
例）復興目標となる首都圏整備の基本方針の明確化
例）インフラ・ライフラインの早期復旧方策の検討

対策推進のための体制をどのようにつくっていくか
例）国、地方公共団体、民間から構成される「首都直下地震対策協議会」の活用
例）首都直下地震対策大綱、応急対策活動要領の抜本的見直し
例）目標を立てて予防（減災）対策を推進するための地震防災戦略の構築
例）対策実施のための支援措置（民間へのインセンティブ等の検討）

具体的対策の方向性

対策の推進のための仕組み・体制の整備

 我が国全体の国民生活、経
済活動への支障

 海外の過剰な報道による経済
への影響の懸念

 危機管理機能の低下による
救援活動の遅れ

 経済中枢機能の障害による
日本経済の停滞・混乱

首都中枢機能の継続性確保
が重要な課題

さらに社会的･経済的にどのよ
うな被害が考えられるか

政治、行政、経済の中枢機能
の障害による被害

膨大な人的･物的被害の発生

 揺れによる大きな被害
 広域的な火災延焼被害
 膨大な数の避難者の発生
 平日昼間の地震による大量の
帰宅困難者等の発生
 交通寸断と機能支障による人
流・物流への影響
燃料、電力等のエネルギー不
足の懸念
域内交通の長期途絶等による
住民の生活物資が不足する懸
念

減災のための予防対策の重
要性

広域的な支援体制が不可欠

公助だけでなく自助・共助の
必要性

復興の事前検討の必要性

「当面実施すべき対策」は、
枠囲みの対策

平成24年5月25日首都直下地震対策
検討ワーキンググループ第2回会合

資料３
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